
  

昭和57年労働経済の分析 参考資料
I   参考分析資料
1-1   労使関係の動向

(1)昭和57年から昭和58年上期における労働情勢の推移

1)昭和57年春の賃金交渉の経緯

労働4団体は前年と同様賃金要求基準の調整を行い「9%を基準とし定期昇給分の取扱いは各団体産別の
判断にまかせる」ことを決めた。

一方日経連は従来どおり生産性基準原理による賃金決定を主張した。

春季賃上げ交渉の前段では昨年と同じく労組側の政策・制度要求が中心となり減税問題では労働4団体が
4年ぶりに共闘体制を組んだ。

賃金交渉は3月末から4月上旬にかけてマスコミ出版サービス繊維金属化学の一部などでの交渉からはじ
まり4月8日の一発回答で金属労協が事実上解決したあと電力労連私鉄総連などが解決をみ公労協も4月中
旬に事実上解決した。なお今春闘は春闘始まって以来はじめての交通ストのない春闘となった。

賃上げの結果は労働省労政局調べによると民間主要企業288社の加重平均で賃上げ額1万3613円賃上げ率
7.01%(56年1万4037円7.68%)単純平均で賃上げ額1万3681円賃上げ率7.00%(56年1万4158円7.73%)とな
り額率とも前年を下回った。また賃上げ額の企業間のバラツキを4分位分散係数によってみると0.06とな
り前年と同水準であった。

2)57年夏季年末一時金交渉の結果

労働省労政局調べ(調査対象企業夏季286社年末288社)によると57年夏の一時金交渉の結果は加重平均で
50万4711円前年比5.2%増となった。

業種別の妥結額をみると新聞・放送・水産・食料品証券自動車化学の順に高く低い方からみれば繊維鉱
山電線の順であった。また対前年伸び率はガス電線繊維紙・パルプ造船などで高く石油化学セメント鉄
鋼などで低かつた。

57年年末の一時金交渉の結果は加重平均で53万3109円前年比3.2%増となった。業種別の妥結額をみると
新聞・放送水産・食料品卸・小売自動車の順に高く低い方からみれば鉱山繊維電線紙・パルプの順で
あった。また対前年伸び率は紙・パルプガス水産・食料品自動車などで高く証券新聞・放送卸・小売電
線化学などで低かつた。

3)57年秋および年末における労働情勢

57年の秋から年末にかけて民間労組においては労働戦線統一問題が公務員・公企体等関係労組において
は人事院勧告および仲裁裁定の取扱いが最大の課題となった。

労働戦線統一問題については56年12月に「民間先行による労働戦線統一準備会」が結成されて以来57年
中の協議会発足を目標とする労働団体間の話合い等が行われ57年12月14日民間41単産(組合員423万人)
参加の下に「全日本民間労働組合協議会」(全民労協)が発足した。
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人事院勧告仲裁裁定の取扱いについては9月24日人事院勧告に基づく給与改定を見送る閣議決定がなされ
また仲裁裁定も一括議決案件として国会に付議されたことから公務員・公全体等関係労組は完全実施を
求めI LOに提訴した。しかし人事院勧告に基づく給与改定は閣議決定どおり実施が見送られ仲裁裁定は完
全実施されたものの新賃金ベースでの期末手当等支給問題(いわゆる「ハネ返り問題」)を残した。

4)58年上期における労働情勢

労働4団体は57年12月3日58年の賃金要求について「7%を基準とするが定期昇給等の扱いは各団体の判
断にまかせる」等の統一要求基準を決めた。これと前後し1)春闘共闘会議は「7%以上を基準とし定期昇
給分の扱い等は各単産の自主的判断に任せる」2)総評は「7%以上とし定期昇給の扱い等は各単産が自主
的に決定する」3)同盟は「7%または1万3500円」4)新産別は「7%を基準とする」5)金属労協は「7%ま
たは1万3500円を基準とする」6)化学エネルギー労協は「7%を基準とする」等を決定した。この結果各
単産は58年2月から3月にかけおおむね7%から10%の賃金引上げ要求を提出した。

一方日経連は1月11日「労働問題研究委員会報告」において58年の賃金引上げについて従来と同様生産性
基準原理による賃金決定を主張するとともに「今日のように消費者物価が安定してきた時期においては
ベース・アップそのものも考え直すべきである」と強調した。

春季賃上げ交渉の前段では例年どおり労組側の政策・制度要求が中心となった。特に本年は各労働団体
とも減税要求を重視し1兆円の所得税減税および4000億円の住民税減税を要求して2月27日に労働4団体
主催全民労協協賛による「減税メーデー」を実施した。また公務員関係労組および公企体等関係労組は
人事院勧告の実施問題仲裁裁定の期末手当へのはね返り問題等について政府各政党に対する要請行動を
行った。

賃金交渉ではマスコミ流通部門等の先行組合が金属労協の回答前の3月末から4月上旬にかけて高額回答
の引出しを求め交渉を進めた。

金属労協の回答指定日であった4月12日には鉄鋼大手5社は35歳勤続15年の標準労働者について定昇込み
6800円賃上げ率で3.14%造船大手7社は6800円3.22%(組合員ベース加重平均以下各産業とも同じ)電機総
合3社は9233円4.90%電機家電3社は8825円4.90%自動車メーカー9社は9513円4.97%を回答した。この
回答はいずれも額率とも前年を下回り業種間格差は前年よりも拡大したものであった。

金属労協傘下組合に対する回答が示されたのを契機に4月14日電力9社は定昇込み9600円4.17%4月18日
繊維化繊大手7社は同8678円4.18%4月19日繊維綿紡大手8社は同6274円4.16%を回答するなど民間主要
産業の賃金交渉は急速に進展した。

こうした中で私鉄大手の賃金交渉は4月17日の統一ストを前にした4月16日京成を除き「賃上げ1万3000
円外に4月以降生活関連分として従業員1人1ヵ月平均500円を支給」とする第2次回答で妥結した。この
結果私鉄大手(京成を除く。)のストライキは2年続けて回避された。

公企体等については4月27日および28日に公労委に対して調停申請が行われた。公労委は申請受理後合同
調停委員会を発足させ調停作業をすすめたが労使の主張の懸隔が大きく例年のような調停委員長見解を
とりまとめることができないまま調停は不調となった。このため公労委は5月17日の定例総会において仲
裁移行を決め6月3日加重平均8460円4.13%単純平均8555円4.11%の仲裁裁定を行った。

58年春の賃金交渉の結果は労働省労政局調べによると民間主要企業285社の加重平均で賃上げ額8964円
賃上げ率4.40%(57年1万3613円7.01%)単純平均で賃上げ額9158円賃上げ率4.47%(57年1万3681円7.00%)
となり額率とも前年を下回った。また賃上げ額の企業間の4分位分散係数は0.15となり最近では53年
(0.20)50年(0.16)に次ぐ大きなバラツキとなった。

(2)労働組合組織および労働争議の動き

労働省「労働組合基本調査」によれば57年6月末現在の労働組合数は7万4091組合で前年に比べて397組
合(0.5%)増加し労働組合員数は1252万6000人で前年比べて5万4000人(0.4%)増加した。しかし推定組織
率(雇用労働者に占める組合員の割合)は30.5%と前年に比べて0.3ポイント下回った。
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産業別に労働組合員数の動きをみると組合員の増加した産業は製造業(前年比3万7000人0.9%増)卸売・小
売業(2万人2.4%増)サービス業(9000人0.5%増)等であり公務(1万人0.7%減)運輸・通信業(4000人0.2%減)
等では組合員が減少している。

主要労働団体組織別の傘下組合員数は総評455万人(前年比1万8000人0.4%減)同盟219万7000人(1万5000
人0.7%増)新産別6万4000人(前年と同じ)中立労連143万9000人(4万8000人3.4%増)金属労協197万人(5万
3000人2.8%増)化学エネルギー労協6万人(3000人0.5%増)であった。なお総評同盟新産別中立労連の労働
4団体のいずれかに加盟している労働組合員数は825万人と全労働組合員数の65.9%を占め前年より0.1ポ
イント増加した。

労働省「労働争議統計調査」によって57年の労働争議の状況をみると総争議件数は7477件(前年比2.4%
減)総参加人員は535万7000人(同486%減)また争議行為を伴う争議は6779件(同3.6%減)行為参加人員は
238万6000人(同18.1%減)であった。総争議件数争議行為を伴う争議件数とも55年56年と連続して増加し
ていたが3年ぶりに減少した。なお半日以上のストライキに伴う労働損失日数は53万5000日でこれまで
最低であった前年(54万3000日)をさらに下回った。

  

(C)COPYRIGHT Ministry of Health , Labour and Welfare

昭和57年 労働経済の分析



  

昭和57年労働経済の分析 参考資料
I   参考分析資料
1-2   コンポジット・インデックスによる雇用指標について

コンポジット・インデックスによる雇用指標については雇用動向について総合的に判断を下す目的で
「昭和50年労働経済の分析」において初めて作成された。

今回同様の手法を用いて雇用調整指標および総合雇用指標を作成した。

(1)コンポジット・インデックスの作成手法コンポジット・インデックスの作成手法

コンポジット・インデックスは複数の個別指標を構成指標として以下のように各指標の月々の変化率(ま
たは差)をもとに基準年次(ここでは昭和55年)を100として作成される。

l番目(l=1,2,…,m)の構成指標のt番目の月(t=1,…,N)の季節調整値をXltし月変化率(または差)を次式により
求める。

数式

またはXltが率表示の指標の場合は、

数式

月変化率(または差)を観察期間内の絶対値の平均で除すことにより規準化する。すなわち規準化された月
変化率(または差)は、

数式

規準化された月変化率(または差)の構成指標間の単純平均値を求める。

数式
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(注1)

これを再び観察期間内の絶対値の平均で除すことにより規準化する。

数式

ここで得られたS―tがt番目の月のコンポジット・インデックスの月変化率となり次の要領で基準年次(こ
こでは昭和55年)を100とするコンポジット・インデックスを作成する。

数式

このようにして得られたコンポジット・インデックスは各構成指標がコンポジット・インデックスに同
等の効果を及ぼすよう調整されている。

(注1)離職票提出率と完全失業率は-Rとして和を求める。

(2)指標の算定値

1)雇用調整指標

この指標は企業が短期的な景気変動に対応して行う各種の雇用調整の程度を表す指標であり次の3つの個
別指標より構成される。

全産業新規求人数……労働省「職業安定業務統計」 

製造業所定外労働時間指数……「毎月勤労統計調査」 

雇用保険離職票提出率……「雇用保険事業月報」 

(＝離職票提出1件数ただし短期特例被保険者に係る分を含む)被保険者数

昭和38年1月から57年12月までの期間について試算した結果は第1表のとおりである。

2)総合雇用指標

この指標は雇用失業水準および労働力需給の状態を総合的に表す指標であり次の3つの個別指標より構成
される。

昭和57年 労働経済の分析



有効求人倍率……労働省「職業安定業務統計」 

完全失業率……総理府統計局「労働力調査」 

全産業雇用者数……同 上 

昭和38年1月から57年12月までの期間について試算した結果は第2表のとおりである。

なお雇用調整指標と総合雇用指標の推移を図示すると第1図のとおりとなる。

第1表 雇用調整指標

第2表 総合雇用指標
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第1図 雇用調整指標および総合雇用指標の推移
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I   参考分析資料
1-3   完全失業率と需給ギャップ率の関係

完全失業率と需給ギャップ率との間には後者が縮小すると前者も小さくなるという関係があると考えら
れる。以下ではマクロベースの需給ギャップ率を試算しそれと完全失業率との関係をみてみた。

(1)需給ギャップ率の試算

需給ギャップ率の試算

以下のように生産関数を推計しそれにより最大生産能力を試算して需給ギヤップ率を求めた。

1)生産関数

logY=3.09109+0.339550log(L･H)+0.150156log(ρ･K)

(1.817) (2.549)

-0.0108520logSP+0.00692590T

(-1.048) (9.169)

R―=0.998 S=0.0042D.W.=1.58

推計期間 47年上期～57年下期

Y:実質国民総生産(10億円) 

L:就業者(万人) 

H:総実労働時間(55年=1.0) 

ρ:製造業稼働率指数(55年=1.0) 

K:民間企業資本ストック(取付ベース全産業期首期末平均10億円) 

SP:エネルギーの相対価格(輸入物価〔石油・石炭・天然ガス〕/GNPデフレータ55年=100) 

T:タイムトレンド(47年上期=1.0) 

資料出所 労働省「毎月勤労統計調査」 

総理府統計局「労働力調査」 

経済企画庁「国民経済計算年報」「民間企業資本ストック統計」 

通商産業省「通産統計」 
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日本銀行「物価指数月報」 

2)最大生産能力(Y*)

上で推計した生産関数に,最大労働量(L*),最大労働時間(H*),最大稼働率(ρ*)を代入して最大生産能力を求
めた。

Y*=Y(L*･H*,ρ*･K,SP,T)

L*:労働力人口(万人)

ρ*:47年以降四半期ベースで過去最高の稼働率(=1.083)

H*は次のような回帰式を推計しそれにρ1を代入することによって求めた。

H=0.895771+0.162174ρ-0.O0586079T+O.OOO152889T2

(27.06) (5.618) (-5.518) (4.325)

R―=0.956,S=0.007686,D.W.=0.62

推計期間 45年上期～57年下期

3) 需給ギャップ率(G)

G=Y*-Y/Y*×100

(2)上で求めた需給ギャップ率と完全失業率の関係を図示すると第1図のとおりである。

第1図 完全失業率と需給ギャップ率の関係
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I   参考分析資料
1-4   賃上げ率と所定内給与上昇率との乖離について

(1)55年以降春季賃上げ率と「毎月勤労統計調査」による所定内給与の上昇率との間に差がみられたこと
が注目され57年についても56年に比べその差は小さくなったもののいぜん乖離がみられた。両者はもと
もと調査対象の違いなどから厳密な比較ができないものでありまた従来からも必ずしも一致した動きを
していたわけではない(第1表)。春季賃上げ率はベース・アップと定期昇給によって賃金が1年前に比べて
平均的にどの程度上昇するかをあらわすものであるのに対して賃金上昇率は労働者1人当たりの賃金支払
総額がどの程度上昇したかをあらわすものである。したがって労働者が1年前と全く同一の者ではないが
その年齢構成に変化がなければ両者の差は定期昇給に見合う差と解釈できよう。しかし実際には性年齢
労働者の種類等に種々な構成変化が生じることによって両者の差は定期昇給に見合う分以上に変動する
こととなる。

こうした労働力構成の変化のうち特に大きな影響を与えると考えられるのは相対的に賃金水準の低い新
規学卒者を中心とした若年層と女子パートタイマーを含めた臨時・日雇労働者および相対的に賃金水準
の高い定年退職者の動向である。そこでこうした労働力構成の変化が両者の乖離にどの程度影響したか
を試算してみた。

(2)試算に当たっては次のような式について回帰計測を行った。

W・=a+b・W・s+c・LMX

W・……所定内給与上昇率

W・s……春季賃上げ率

LMX…労働力構成変化指標

春季賃上げ率については企業によって定期昇給見合い分を含んでいたりいなかったりしておりそれらを
分離することは不可能でありここではベース・アップ率の代理指標として用いている。また労働力構成
変化指標については若年層臨時・日雇の変化だけでなく定年退職者の変化をも含んでおりしたがって定
期昇給制度のもとにおける新陳代謝分としての定期昇給見合い分を必然的に含むこととなる。

(3)計測結果

製造業事業所規模500人以上について計測した結果は次のとおりである。

W・=0.672071+0.982861W・s-0.172268LMX

(1.28) (32.15) (-2.73)

R―=0.994 S=0.827 D.W.=1.53

計測期間 昭和45～57年

・

昭和57年 労働経済の分析



W :所定内給与上昇率(各年7～9月)

W・s:民間主要企業春季賃上げ率

LMX:労働力構成変化指標

ここで労働力構成変化指標(LMX)は次により作成した。

LMX= LMX1 + LMX2 + LMX3

(若年層効果)(定年退職者効果)(臨時・日雇効果)

LMX1=30歳未満層入職超過率×平均賃金/30歳未満・勤続0年賃金

LMX2=定年退職率×50～59歳勤続30年以上賃金/平均賃金

LMX3=臨時・日雇名儀労働者入職超過率×平均賃金/女子パートタイマー賃金(月収換算)

ただし賃金は所定内給与であり相対賃金比はいずれも前年の数値である。労働力構成変化指標の推移は
第2表のとおりである。

(4)上で計測された式を用いて45年以降における所定内給与の上昇率の変動を要因分解してみると第3表
のとおりとなっている。

これによれば55年以降の所定内給与上昇率と賃上げ率との差は労働力構成の変化の影響が大きいことが
わかる。ただ57年においては労働力構成の変化の影響は小さくなっておりこうした変化が両者の乖離を
56年より小さなものとしたと考えられる。

労働力構成の変化について55年以降の3つの指標の影響力をみると若年層の変化効果が最も大きくこれま
での新規学卒者の採用増加と離職の減少が影響していようが臨時・日雇の変化効果は55年には比較的大
きかつたが56年以降その効果は小さくなり57年においてはむしろ所定内給与上昇率を賃上げ率以上に押
し上げるような効果をもたらしている。また定年退職者の増加に伴う新陳代謝による所定内給与引下げ
効果も定年延長の進展もあってこのところ小さなものとなっている。

なおこれまでも所定内給与上昇率が賃上げ率を下回るような現象が45年および48年にもみられたがそれ
についても労働力構成の変化が大きな影響を与えていたことがわかる。ただ労働力構成の変化のうち45
年においては旺盛な新規学卒者の採用を反映して若年層の変化効果の影響が相対的に大きく他方48年に
おいては労働力需要の大幅な増加を反映して臨時・日雇の変化効果の影響が相対的に大きなものであっ
た。

第1表 所定内給与上昇率と賃上げ率の推移
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第2表 労働力構成変化指標の推移
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第3表 所定内給与上昇率の変動要因
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昭和57年労働経済の分析 参考資料
I   参考分析資料
1-5   賃金関数の推定

民間主要企業賃上げ率を説明する賃金関数を右のような関数型により推定した。推定結果は以下の表の
とおりである。

(1) 賃上げ率=f(労働力需給消費者物価上昇率)

(2) 賃上げ率=f(労働力需給消費者物価上昇率企業収益)

(3) 賃上げ率=f(労働力需給または企業収益要求賃上げ率)

(図表)
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I   参考分析資料
1-6   欧米主要国における1983年春を中心とする賃金交渉の結果
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I   参考分析資料
2-1   労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値

本文の第1-2図～1-4図では労働力需要の変化率の平均を実質国民総生産の変化率の平均で除することに
よって求めた労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値を示した。ここでは両対数形の式
logL=a0+a1logX(L:労働力需要 X:実質国民総生産)を推計することにより弾性値を求めてみた。この場合
a1の値が労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値を示している。

第1表 労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値
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第2表 労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値
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第3表 労働力需要の実質国民総生産に対する弾性値
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I   参考分析資料
2-2   雇用調整係数の比較

当期における最適雇用量をL*当期の実際の雇用量をL,1期前の雇用量をL-1とすると前期から当期にかけて
の雇用調整の速度を表す調整係数は次式のλで示される。

L/L-1=(L*/L-1)-λ……(i)

また最適雇用量L*は資本ストックが所与として企業が費用極小化行動をとるとすれば(ii)式に示されるよ
うに生産量Xと賃金―資本価格比率(w/r)の関数となる。

L*=a0Xa1(w/r)a2……(ii)

そして,(ii)式を(i)式に代入すれば(iii)式が得られる。

L=b0Xb1(w/r)b2L-1b3……(iii)

(ただしb0=a0λ,b1=λa1,b2=λa2,b3=1-λ)

この(iii)式が部分調整モデルによる雇用調整関数でありこれを推計することにより調整係数入を求めるこ
とができる。ここでは日本とアメリカの製造業について雇用調整関数の推計を行い雇用調整係数の比較
を行ってみた。なお実際の推計に当たってはデータ上の制約からr-(資本価格)の代りにP(生産物価格)を用
いたので賃金―資本価格比率(w/r)は実質賃金(w/p)となっている。

(1)まず日本について高度成長期と第1次石油危機以降の時期を比較してみると調整係数(四半期データに
よる。以下同じ)は高度成長期には雇用者数では約0.07労働投入量では約0.15第1次石油危機以降の時期に
は雇用者数では約0.11労働投入量では約0.43とどちらの時期も労働投入量でみた調整係数が雇用者数でみ
たそれを上回っている。また雇用者数労働投入量とも高度成長期に比べ第1次石油危機以降の時期の方が
調整係数が高くなっているがその高まりの程度は労働投入量でみた方が大きい(第1表)。

第1表 雇用調整関数の推計
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第2表 雇用調整関数の推計
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(2)つぎに第1次石油危機後の時期について日本とアメリカの雇用調整係数を比較してみると先にみたよう
に日本では労働投入量の調整係数が雇用者数の調整係数を大きく上回っているのに対してアメリカでは
調整係数が雇用者数で約0.32労働投入量で約0.31と両者ともほぼ同水準でありまた雇用者数の調整係数は
アメリカが日本を上回っているのに労働投入量の調整係数は逆に日本がアメリカを上回っている(前掲第
1表)。これはアメリカではレイオフ制度の存在等により雇用者数の調整が比較的容易に行われているの
に対して日本ではいわゆる日本的雇用慣行の下で雇用者数の調整はきわめて緩やかにしか行われない一
方所定外労働時間を中心とした労働時間の調整がかなりの程度すみやかに行われていることによる。

(3)第1表でみた日本の製造業における雇用調整関数は「毎月勤労統計調査」による規模30人以上の事業
所における常用労働者のデータにより推計したものであったが第2表では全規模の臨時季節労働者等も含
んだすべての雇用者を対象とした「労働力調査」のデータにより推計した関数を示してある。それによ
ると雇用者数でみて高度成長期第1次石油危機以降の時期とも「労働力調査」のデータによる方が「毎月
勤労統計調査」によるデータに比べて調整係数の値が大きくなっている。これは臨時季節労働者等は常
用労働者と比較して調整が容易でありまた規模の小さい事業所の方が弾力的な雇用調整を行っているた
めであると考えられる。

(4)上でみた第1次石油危機以降の調整係数の大きさをふまえて各四半期における雇用量および労働投入量
の短期的な意味での「完全調整水準」から現実の雇用量および労働投入量がどの程度斑離していたかを
検討した。ここでは雇用量の調整は約2年程度労働投入量の調整は約1年程度要すると仮定した。こうし
た前提の下で労働需要関数を推計しそれを用いて各四半期における短期的な意味での「完全調整水準」
を試算した。労働需要関数の推計結果は次のとおりである。

数式
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上で推計した労働需要関数の各説明変数に各四半期における実績値(季節調整値)を代入して得られる雇用
量および労働投入量をそれぞれの時点の短期的な意味での「完全調整水準」とした。

ここで1)式と2)式に基づく「適正水準」と実績とを対比すると第1図および第2図のとおりとなる。ただ
しここであらわれた両者の乖離がすべて「過剰」もしくは「過小」とは判断できない。なぜならばこう
した判断はわが国の企業では長期雇用制が支配的であること企業内での人的資本形成が一般的で解雇に
伴うその損失が大きいこと採用解雇に伴う処理費用が存在すること等さまざまな調整コストに依存する
とともにまた将来の期待生産量の動向にも依存すると考えられるがここではこうした点を無視している
からである。

第1図 雇用量の「完全調整水準」と現実の水準の推移

第2図 労働投入量の「完全調整水準」と現実の水準の推移
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I   参考分析資料
2-3   最終需要項目別生産誘発依存度の推移

産業連関表により昭和45年50年55年の産業別の最終需要項目別生産誘発依存度の推移をみると以下のと
おりである。

(1)全産業でみると45年から50年55年にかけて輸出に対する依存度が一貫して上昇している。輸出に対す
る依存度を産業別にみると従来から高かつた製造業での依存度の高まりが大きく45年の17.4%から55年
には25.1%へと上昇している。製造業をさらに業種別にみると輸出に対する依存度は生活関連業種では
45年から55年にかけて10%強のほぼ同じ水準で推移しているのに対し加工組立業種では大きく上昇して
おり45年には19.8%と基礎資材関連業種の21.7%を下回っていたのが55年には35.7%と基礎資材関連業種
の27.7%を上回り生産の3分の1以上が輸出需要によって誘発されている。

(2)つぎに第3次産業をみると民間消費支出に対する依存度が最も高くその水準は45年から50年55年にか
けて57～58%台のほぼ同水準で推移している。これは民間消費支出の支出先産業の中でサービス業を中
心とした第3次産業の構成比が高まることにより第3次産業の民間消費支出への依存度が高まる効果が働
いた一方で第2次産業の中間投入構造において第3次産業からの投入の比率が高まることにより第3次産業
の国内総固定資本形成や輸出への生産誘発依存度が高まる効果(逆に言えば民間消費支出への依存度が低
下する効果)が働いたためである。

第1表 最終需要項目別生産誘発依存度の推移
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I   参考分析資料
2-4   雇用者男女比率の変動要因

昭和45年以降の雇用者男女比率の変化を賃金の男女比率第3次産業雇用者比率および労働力需給要因の変
化によって説明する回帰式を推計しその式を用いて雇用者の男女比率の変化について要因分解を行っ
た。

(1)式の推計および変数の説明

式の推計および変数の説明

第1表 雇用者男女比率の変動要因
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(2)雇用者男女比率変化の要因分解

(1)で推計した回帰式1)を用いて有効求人倍率変化効果をとり除いた雇用者男女比率の変化を賃金男女比
率と第3次産業雇用者比率の変動の2要因に分解すると第3次産業雇用者比率は全期間プラスに作用してい
るが男女賃金比率は昭和45～50年にはマイナスに50～57年にはプラスに作用している(第2表)。

第2表 雇用者男女比率変化の要因分解
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I   参考分析資料
3-1   わが国および欧米主要国の将来推計人口

わが国および欧米主要国の2000年までの推計人口をわが国については厚生省人口問題研究所「日本の将
来推計人口」(昭和56年11月推計)により欧米主要国については国際連合“Demographic Indicators of
Countries Estimates and Projections as Assessed in 1980″によってみると以下のとおりである。

(図表)
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I   参考分析資料
3-2   性,年齢別労働力率関数の推計

長期的にみて労働力率に変化のみられる男女若年層男子高年齢層女子中年層について労働力率関数を推
計した。その結果は次のとおりである。

(1) 男女若年層

男子15～19歳層の労働力率=112.828-1.012Hm

(-28.06)

R―=0.986,D.W.=0.690,S=1.867

男子15～19歳層の労働力率=101.879-0.7737Hm-0.2644Cm

(-5.468) (-1.739)

R―=0.988,D.W.=0.617,S=1.783

女子15～19歳層の労働力率=94.203-0.7762Hf

(-17.81)

R―=0.967,D.W.=0.512,S=2.706

女子15～19歳層の労働力率=61.762-0.1784Hf-0.7675Cf

(-1.217) (-4.184)

R―=0.982,D.W.=0.682,S=2.024

男子20～24歳層の労働力率=97.227-0.5513Cm

(-9.423)

R―=0.894,D.W.=0.328,S=2.818 男子20～24歳層の労働力率=95.325-0.5733Cm(-4)

(-24.98)

R―=0983,D.W.=1.443,S=1.162

女子20～24歳層の労働力率=41.752-0.1622Cm+0.4280SR20
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(-7.726) (11.43)

R―=0.955,D.W.=1.903,S=0.523

女子20～24歳層の労働力率=38.034-0.1583Cm(-1)+0.4744SR20

(-8.109) (12.38)

R―=0.958,D.W.=2206,S=0.502

計測期間は男女15～19歳層男子20～24歳層については昭和35～57年女子20～24歳層については43～57
年である

Hm(Hf):男子(女子)の高校等への進学率,Cm(Cf):男子(女子)の高等教育への進学率,SR 20:女子20～24歳層の
未婚率

資料出所 総理府統計局「労働力調査」文部省「学校基本調査」

(2)男子高年齢層

男子60～64歳層の労働力率=78.283+1.359AOR-0.0001724IOT60+0.1987AGR

(2.890) (-3.515) (3.625)

R―=0.960,D.W.=2.171,S=0.612

男子60～64歳層の労働力率=77.729+1.149AOR-0.0001861SSB60+0.2065AGR

(2.176) (-3.201) (3.607) R―=0.957,D.W.=1.891,S=0.636

男子65歳以上層の労働力率=36.470-0.0001326IOT65+0.9147AGR

(-3.222) (10.10)

R―=0.987,D.W.=1.409,S=0.969

男子65歳以上層の労働力率=35.123-0.0001194SSB65+0.9486AGR

(-3.529) (12.53)

R―=0.988,D.W.=1.374,S=0.934

計測期間は38～57年である。

AOR:有効求人倍率,IOT60,IOT65:各年齢層の仕事以外の経常収入(実質),SSB60SSB65:各年齢層の社会保障給
付(実質),AGR:農林業就業者比率

資料出所 労働省「職業安定業務統計」総理府統計局「労働力調査」「家計調査」

(3)女子25～54歳層(雇用者世帯)

女子25～29歳層の労働力率=9.172+2.268AOR25+1.407NR+0.2315SR

(5.367) (8.136) (0.962)
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R―=0.993,D.W.=2.827,S=0.390

女子30～34歳層の労働力率=15.296+1.684AOR30+1.297NR

(2.841) (7.761) R―=0.951,D.W.=2.042,S=0.818

女子35～39歳層の労働力率=-53.782+2.95OAOR35+1.226TTR+0.8726SH35

(3.349) (2.992) (2.095)

R―=0.950,D.W.=2.285,S=1.173

女子40～54歳層の労働力率=-29.192+3.766AOR40+1.186TTR+0.4629SH40

(2.886) (4.366) (1.219)

R―=0.958,D.W.=2218,S=0.873

計測期間は、先の2式は47～56年後の2式は47～57年である。

AORt:各年齢層の女子有効求人倍率,NR:未就学児の保育所在籍率,SR:女子25～29歳層の未婚率,TTR:3次産
業就業者比率,SHt:各年齢層の女子短時間就業者比率

資料出所 労働省「職業安定業務統計」総理府統計局「労働力調査」「人口推計月報」厚生省「社会福祉
施設調査」
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I   参考分析資料
3-3   若年層の職業意識

総理府青少年対策本部「青少年の連帯感などに関する調査」日本生産性本部「働くことの意識調査」に
よって若年層の職業意識を男子を中心にみると次のようにまとめることができる。

1)仕事については生きがいではなく経済的に豊かで楽しい生活を送るための手段であると考えてい
る。 

2)生きがいとしては趣味やスポーツ友人や仲間など仕事以外の生活である。 

3)職業生活においては職場への満足度が高く勤続意志は強いが仕事と家庭生活の両立を望んでい
る。 

すなわち仕事よりも自分自身や仲間との生活を重視する傾向が強いといえる。

(1)「青少年の連帯感などに関する調査」(総理府青少年対策本部)

15～24歳(24歳は一部)の者を対象とした調査である。

サンプル 45年 161700人(回収率77.6%) 

50年 3000人( 〃 75.7%) 

55年 3000人( 〃 77.0%) 

第1表 勤労観

第2表 希望する職場
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第3表 仕事への定着

第4表 職場への満足度
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第5表 生活態度

第6表 生きがいを感じるとき
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第7表 社会への不満

第8表 社会への不満理由
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(2)「働くことの意識」調査(日本生産性本部日本経済青年協議会)

新入社員教育を受けるために青年総合センターに入所したものを対象に44年以降毎年実施している調査
である。

56年のサンプル数は7218人。

第9表 会社を選ぶとき重視した要因
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第10表 働く目的
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第11表 仕事と生活
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第12表 勤労意志
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3-4   高年齢層の職業意識に関する国際比較

総理府老人対策室「老人の生活と意識に関する国際比較調査」(昭和56年1月)によって60歳以上層の職業
意識を日本タイアメリカイギリスフランスで比較すると以下のとおりである。

なお各国の有効回答数は日本1221人タイ1000人アメリカ1000人イギリス1047人フランス996人である。

(1)概 要

ここではおもに男子についてみることとする。

収入を伴う仕事をしている者の割合や仕事を続けたいとする者の割合は日本が最も高い。仕事を続けた
い理由や仕事をしたい理由をみると日本では「収入が欲しいから」や「働くのが体のためによいから」
が多くタイでは「収入が欲しいから」が多い。一方アメリカフランスでは「仕事そのものが面白いか
ら」が多くイギリスではこれに加えて「収入が欲しいから」とする者も多い。また仕事をしたくない者
の理由としては日本タイフランスでは「健康が許さないから」ついで「のんびり気ままに暮らしたいか
ら」が多いがアメリカイギリスでは「のんびり気ままに暮らしたいから」が多い。

引退年齢については日本アメリカでは「65歳ぐらい」とする者が多いがタイイギリスフランスでは「60
歳ぐらい」が多い。平均引退年齢は日本が67.2歳と最も高くついでアメリカが65.0歳でタイイギリスフラ
ンスは60歳前後である。

「老後の生活」のイメージとしては日本では「健康が衰えた後の生活」「仕事から引退した生活」およ
び「年金生活者としての生活」が同程度に多くタイでは「健康が衰えた後の生活」が多いがアメリカイ
ギリスフランスでは「仕事から引退した生活」が多い。「老後の生活」における生活費については日本
アメリカでは「働けるうちに準備し家族など他人には頼らないようにすべきである」が最も多いがイギ
リスフランスでは「社会保障によってまかなわれるべきである」が多い。またタイでは「家族が面倒を
みるべきである」とする者が多い。一方現在の生活費をまかなっているものとしてはタイを除いて「公
的な年金」が最も多いがついで多いものとしては日本アメリカでは「就業による収入」イギリスフラン
スでは「私的な年金(企業年金など)」が多い。タイでは「子供などからの援助」が多くついで「就業によ
る収入」が多くなっている。

(2)統計表

第1表 就業状況
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第2表 就業継続希望の有無

第3表 仕事を続けたい理由
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第4表 仕事をやめたい理由

第5表 就業希望の有無
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第6表 仕事をしたい理由

第7表 仕事をしたくない理由

昭和57年 労働経済の分析



第8表 望ましい引退年齢

第9表 望ましい引退年齢の平均値
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第10表 「老後の生活」のイメージ

第11表 「老後の生活」の開始年齢
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第12表 「老後の生活」の生活費
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第13表 老後生活の収入源
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I   参考分析資料
4-1   欧米主要国の失業統計の比較

(1) 失業統計の比較

各国の失業統計は失業者の把握方法定義調査対象調査期間などを異にしている。失業統計を調査方法に
よって分けるとおおむね1)標本調査に基づいて把握される労働力調査ベース2)職業安定機関への求職登録
者失業保険の給付申請者等を対象とする職業安定機関業務統計ベースに分けられる(第1表)。

第2表は日本アメリカイギリス西ドイツについて失業統計の比較を行ったものである。あわせてILOの第
13回国際労働統計家会議で決定された経済活動人口就業および失業の統計に関する国際標準について掲
載した。

第1表 各国の失業率

昭和57年 労働経済の分析



第2表 各国の失業統計の比較
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(2)各国公表失業統計と定義を合わせた失業統計(推計値)の比較

各国の失業統計は調査方法定義を異にしているため定義をできるだけ合わせることによって各国間の比
較を可能にする試みがOECDアメリカ労働省などによってなされている。

1)OECDの国際定義に調整した失業率

OECDでは加盟国についてILOの定義に基づいた標準化された失業率を推計している(付属統計表第2-35
表)。

2)アメリカ労働省の推計

昭和57年 労働経済の分析



アメリカ労働省ではアメリカの失業統計の定義に基づいて欧米主要国の失業率を推計している(第3表)。

3)アメリカの定義に合わせた日本の性・年齢階級別失業率の推計

第4表から第6表は総理府統計局「労働力調査特別調査」を用いてアメリカの定義に合わせて日本の失業
率の推計をしたものである。この推計では以下のような点が指摘されている。

イ. アメリカの定義によるわが国の失業率は1978年で0.5ポイント1980年で0.2ポイント上昇する。 

ロ. 男女別にみると男子では0.5～0.6ポイント低下するが女子では1978年2.1ポイント1980年1.3ポ
イントとそれぞれかなり上昇する。 

ハ.年齢階級別にみると男子では各年齢層で低下するが特に成人層で低下が大きい。女子は各年齢層
で上昇するが特に25～44歳55歳以上層で大きい。 

第3表 各国の公表値とアメリカの定義による失業率

第4表 日本の失業者の日米両定義による相違
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第5表 男女別失業率の日米比較

昭和57年 労働経済の分析



第6表 年齢別失業率の日米比較
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4-2   地域別にみた失業率と就業構造の関係(日本,アメリカ,イギリス)

日本アメリカおよびイギリスの地域別失業率と就業者(または雇用者)の産業別構成比は各々第1表第4表お
よび第5表のとおりである。

単に産業別就業者構成比のみをもって失業率との相関関係を云々すること自体には明らかに無理があり
より正確な議論のためには労働力人口の規模あるいは雇用機会ないしは労働力の流動性等々といつた
個々の労働市場を形成している諸要因の特質を個別・詳細に分析することが不可欠であるがここでは産
業別就業者構成比以外の要素はとりあえず捨象するという前提で数字上に現れた傾向や特徴について検
討してみた。

一般的に各国とも個々の産業の構成比と失業率との間には必ずしも明確な相関がある訳ではない。しか
しながら第2次産業と第3次産業との相対比率(ここでは第2次産業就業者数/第2次および第3次産業就業者
数×100%で表わすこととし以下「第2次産業比率」という)と失業率との関係でみる限り国毎に次のよう
な特徴が現れている。

(1)日本……失業率が全国平均値を上回る(下回る)地域の大半は第2次産業比率が全国平均値を下回
(上回)っており失業率と第2次産業比率との間に逆相関的傾向が認められる(第1図参照)。 

(2)アメリカ……失業率が7～14%の範囲内にある州ではバラツキがあり相関が認められないが失業
率が全国平均値を著しく上回る(下回る)州-14%以上(7%以下)の州―に限っていえば各州とも第2次
産業比率が34%以上〔28%以下)と比較的高(低)くなっている(第2図参照)。 

(3)イギリス……失業率が全国平均値を上回る(下回る)地域の大半は第2次産業比率が全国平均値を
上回(下回)っており日本とは対照的で失業率と第2次産業比率との間に比較的明確な相関が認められ
る(第3図参照)。 

第1表 都道府県別の失業率と就業者の産業別構成
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第2表 都道府県別完全失業率推移
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第3表 地域別完全失業率推移

昭和57年 労働経済の分析



第4表 アメリカ州別失業率と雇用者の産業別構成
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第5表 イギリス地域別の失業率と雇用者の産業別構成
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第1図 日本地域別の第2次産業比率と失業率
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第2図 アメリカ州別の第2次産業比率と失業率

昭和57年 労働経済の分析



第3図 イギリス地域別の第2次産業比率と失業率

昭和57年 労働経済の分析
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I   参考分析資料
4-3   フロー分析について

(1)概 要

1) 近年経済社会の変化が急速に進展する中で労働市場は多様化複雑化しており失業の内容も大きく変化
している。そうした意味で失業が発生し変動するメカニズムを多様化する労働市場の実態に即して分析
することがより一層求められているといえる。例えば同じ失業者数の増加であってもそれが離職失業者
の増加によるのか失業状態から職に就く者が減少したことによるのかさらには非労働力状態から労働市
場へ参入して仕事がなく求職活動をしている者が増加したことによるのか求職活動をあきらめて非労働
力化する者が減少したことによるのかによって失業者の増加のもつ意味もまた異なってくる。こうした
点を考慮に入れるならば失業のストック面に加えフロー面にも着目し失業の実態を把握することが有効
と考えられる。

2) 「労働力調査」は全国で約3千の国勢調査調査区に居住する世帯の中から選定された約4万世帯を調査
対象とし人口の就業不就業状態を毎月調査している。抽出された調査区は8組の副標本から形成されてお
り同一調査区は引き続いて4ヵ月間調査され同じ調査区の中では前半と後半とで調査世帯を変えそれぞれ
2ヵ月ずつ調査される。毎月8組の副標本のうち2組について調査区(すなわち1/4の調査区)の交代が行わ
れ他の2組について世帯の交代が行われる(交代調査区の分とあわせて1/2の世帯が更新される)。したがっ
て残つた全体の1/2の標本を基にして前月から今月にかけて労働力状態がどのように変化したかを知るこ
とができる。

(2)フローデータに基づく失業関係指標の試算

1) フロー確率

労働力状態を就業(E),失業(U),非労働力(N)の3つに区分すると前月から今月にかけての労働力状態の変化
はEE,EU,EN,UE,UU,UN,NE,NU,NNの9つのフローに分類できる。前月の就業者失業者非労働力人口に対す
る各フロー量の比率から9つのフローに対応したフロー確率(flow probabilities)を求めることができる
(ee,eu,en,ue,uu,un,ne,nu,nn)。

2) フロー確率に基づく失業率

今就業状態への流入フローが流出フローに等しい状態(定常状態)を仮定すると

(ue)U+(ne)N=(eu+en)E ― 1)

同様に失業状態への流入フローと流出フローが等しいと仮定すると

(eu)E+(nu)N=(ue+un)U ― 2)

1),2)式からNを消去すると

αE=βU ― 3)

ここで、α=eu+(1-pne)(en)

昭和57年 労働経済の分析



β=ue+(pne)(un)ただし、pne=ne/(ne+nu)

失業率(u)はU/U+Eであるから,3)式より

u=α/α+β ― 4)

3)失業頻度と失業期間

失業率は失業頻度(frequency of spells of unemployment:(s))と失業期間 (expected duration of
unemployment:(D))に分けることができる。

定常状態の下では失業への流入フローは失業からの流出フローに等しいから失業頻度は労働力人口(L)に
対する比率で示すと

s=U(ue+un)/L ―1)

一方失業期間は失業状態から離脱する確率すなわち失業状態から非労働力状態へ移る確率と就業状態へ
移る確率の和に依存しており失業状態から離脱する確率の逆数で示される。

D=1/ue+un＝1/1-uu ― 2)

U/Lは失業率(u)であるから1),2)式より

u=sD

(注)失業を離脱する確率から求められる失業期間(期待失業期間)は現実に調査される失業期間(調査時点ま
でにどのくらいの期間仕事を探していたかを示すもの)とは異なるものである。期待失業期間と現実の失
業期間との関係は平均寿命と現実の人口の平均年齢との関係に類似しており平均寿命が死亡率を基に計
算されるように期待失業期間も失業を離脱する確率から求められる。

4)失業率に対する各フロー確率の寄与度

2つの時点(あるいはグループ)の失業率の差のうち第i番目のフロー確率の差による部分は次の式で書き表
わすことができる。

数式
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参考文献 StephenT.Marston,“Employment Instabiity and High Unem-ployment Rates”Brookings
Papers on Economic Activity 1976

(注)わが国におけるフロー分析に関する文献としては次のようなものがある。

Mizuno.A“An Insight into Behaviour of Unemployment in Japan”

水野朝夫「フローから見た日本の失業行動」季刊現代経済
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I   参考分析資料
4-4   UV分析,失業率関数について

(1)概 要

近年労働市場において構造変化が生じていると言われる。現実の変化の過程はきわめて複雑かつ多様で
あり構造変化の実態を把握することは容易ではないが労働市場の調整機能の程度を示す指標が与えられ
るならば労働市場の構造をその調整機能という側面からとらえその指標の変化を通して労働市場の構造
変化を知ることができる。

失業・欠員分析(Unemp10yment-Vacancy Analysis)は与えられた労働市場の構造の下における完全雇用
の状態を示すことによって労働市場の構造変化をみようとするものである(それぞれの期間におけるUV線
と45°線の交点の移動A→Bとして示される)。完全雇用の状態はさまざまに定義することができるがここ
でいう完全雇用とは充足されていない労働需要を示す欠員と雇用の場を得ていない労働供給を示す失業
が等しい状態つまり総量として労働力需給が均衡しており需要不足に基づく失業が解消された状態を意
味している。この意味での完全雇用の状態の下においてなお存在する失業は需要不足に基づかない摩擦
的・構造的な失業ということになる(C点における失業OC′のうちOB′が摩擦的・構造的失業B′C′が
需要不足失業である)。したがってUV分析はある時点における失業の性格をも教えてくれるわけである。

(2)UV線のシフトの計測

(図表)
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(3)完全雇用失業率の計測

1)「雇用動向調査」欠員データによるケース

logU=0.5922-0.4246logV U*=1.88(%)

(-5.96)

R―=0.88O S=0.04 D.W.=2.65

計測期間 昭和47～57年

(注) 1) 「雇用動向調査」は規模別に常用労働者に対する未充足求人の比率を把握している。「労働
力調査」との整合性を保つため「労働力調査」の規模別の雇用者にこの比率を乗じて「労働力調
査」ベースに修正した未充足求人数を求めこれを基に欠員率Vを計算してある。 

2)完全雇用失業率とは労働力需給が総量として均衡している状態における失業率である。 

3)完全雇用失業率U*はU=Vの時のU(均衡雇用失業率)を昭和54～57年平均の雇用者比率により完全
失業率ベースの数値に変換したものである。雇用失業率から完全失業率への変換は次の式による。

完全失業率=雇用者比率×雇用失業率/1-〔(1-雇用者比率)×雇用失業率〕 

2)「職業安定業務統計」欠員データ(季節調整値)によるケース
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U=3.9433-0.4733V U*=1.94

(-11.59)

R―=0.875 S=0.23 D.W.=0.28

計測期間 昭和47年7-9月～57年10-12月

3)「職業安定業務統計」年次欠員データによるケース(欠員率に加え労働力需要供給に関する変数を考慮
したケース)

1) log(雇用失業率)=-0.2488-0.3502log(欠員率)+0.4862log

(-4.58) (3.61)

(賃金/投資財価格)+0.6998log(55歳以上労働力人口/労働力人口)

(1.48)

U*=2.03

R―=0.984 S=0.02 D.W.=2.77

計測期間 昭和45～57年

(注) U*は雇用失業率=欠員率の時(他の変数には昭和54～57年平均の実績値を与えている)の完全失業率で
ある。

2) (雇用失業率)=2.7346-0.3171(欠員率)-0.1326(製造業就業者/就業者)+0.2643(55歳以上労働力人口/労働
力人口)

(-2.90) (-1.27) (2.52)

U*=2.07

R―=0.956 S=0.17 D.W.=1.42

計測期間 昭和43～57年

4)「職業安定業務統計」有効求人倍率によるケース(有効求人倍率のほかに労働力需要供給に関する変数
を考慮したケース)

1) log(雇用失業率)=-0.2461-0.2774log(有効求人倍率)+0.4712log

(-5.65) (4.14)

(賃金/投資財産価格)+0.5485log(55歳以上労働力人口/労働力人口) (1.40)

U*=1.94

R―=0.989 8=0.02 D.W.=2.67

計測期間 昭和45～57年

(注)U*は有効求人倍率=1の時(他の変数には54～57年平均の実績値を与えている)の完全失業率である。
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2) (雇用失業率)=7.7192-0.4663(有効求人倍率)-0.2541

(-1.98) (-2.54)

(製造業就業者/就業者)-0.1157(55歳以上労働力人口/労働力人口)

(1.14)

U*=2.08

R―=0.966 S=0.14 D.W.=1.52

計測期間 昭和45～57年

3) (雇用失業率)=1.6356-0.5716(有効求人倍率)+1.7307

(-4.64) (5.98)

(賃金/投資財産価格)-0.0541(非労働力人口増減率)

(-1.84)

U*=2.05

R―=0.987 S=0.09 D.W.=2.69

計測期間 昭和45～57年

失業率変化の要因分解

(4)性年齢別失業率関数の計測

1)失業率関数の計測

1) 男女 24歳以下

(雇用失業率)=6.3815-0.2535(有効求人倍率)-4.2153

(-1.34) (-6.82)

(製造就業者/卸売・小売業就業者+サービス業就業者)
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R―=0.94O S=0.24 D.W.=2.31

計測期間 昭和46～56年

2) 女子 25～34歳

(雇用失業率)=4.5361-0.8348(有効求人倍率)―0.1091(非労働力人口増減率)

(-4.84) (-4.27)

R―=0.947 S=0.24 D.W.=1.69

計測期間 昭和47～56年

3) 女子 35～54歳

(雇用失業率)=-0.7910-0.5951(有効求人倍率)+0.1308

(-3.37) (2.13)

(非農林業用35時間未満従業者/非農林業従業者)-0.0543(非労働力人口増減率)

(-1.35)

R―=0.905 S=0.19 D.W.=2.77

計測期間 昭和47～56年

4) 男子 55歳以上

(雇用失業率)=-0.1755-1.8922(有効求人倍率)+0.0674(定年離職者)

(-2.02) (10.53)

R―=0.974 S=0.32 D.W.=1.94

計測期間 昭和46～56年

(参考)

1) 男子25～54歳

log(雇用失業率)=0.2952-0.4818log(有効求人倍率) (-5.35)

R―=0.857 S=0.05 D.W.=1.76 

2) 男女24歳以下

log(雇用失業率)=0.5872-0.4807log(有効求人倍率)

(-2.43)

R―=0.574 S=0.08 D.W.=0.69 

3) 男子55歳以上

log(雇用失業率)=0.4051-0.3672log(有効求人倍率)
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(-2.57)

R―= 0.60O S= 0.10 D.W.= 0.47

計測期間はいずれも昭和46～56年 

2)失業率変化の要因分解

(図表)

第1図 失業率と欠員率の関係

昭和57年 労働経済の分析



第2図 失業率と有効求人倍率の関係

第3図 男女別の失業率と欠員率の関係
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第4図 年齢別の失業率と欠員率の関係
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第5図 地域別の失業率と欠員率の関係
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昭和57年労働経済の分析 参考資料
I   参考分析資料
4-5   産出・失業係数について

(1)概 要

UV分析により現実の失業率と完全雇用失業率の差(失業率ギャップ)を求めることができるが失業率
ギャップの量とともに注目すべきはこのギャップのもつ含意である。現実の失業率が完全雇用失業率を
上回っているという事実はマクロ経済との関連からみれば経済の有する潜在的産出能力が不完全にしか
利用されておらずその意味で経済的厚生の損失が生じている状態を示している。失業がもつコストとし
ては失業状態を経験する個人およびその家計が蒙る所得損失がまず考えられるが失業はそうした損失に
とどまらず社会全体の経済的厚生の損失を同時にもたらすものなのである。

さらに失業の増加が個人の社会参加意欲の低下や社会全体の活力の低下につながる可能性があることな
ど経済的側面以外の分野でも社会にコストをもたらすという点を認識しておく必要がある。

以下では失業とマクロ経済との関係に焦点をあて失業率と産出量(GNP)の関係あるいは失業率ギャップと
GNPギャップの関係を「産出・失業係数」として具体的に計測する。産出失業係数は失業率の変化に対
し産出量がどの程度変化するかを示すものである。したがってわが国の産出・失業係数が外国に比べ大
きいということはわが国の場合失業率の上昇がその背景としてそれを大きく上回る産出量の損失を伴っ
ているということを意味しており外国に比べ失業率上昇のマクロ経済面からみたコストが大きいことを
示している。

(注)失業率の変化と産出量の変化との間の数量的関係についてはArthurM.Okunがアメリカ経済において
安定したマイナスの相関関係を実証的に確認しておりOkun法則として知られている。そのため産出量の
失業率に反応する係数はOkun係数と呼ばれることがある。わが国におけるOkun法則の検証の例として
は次の文献がある。

黒坂佳央浜田宏一「失業率とGNPギャップ]経済学論集48-1 1982.1

(2)産出失業係数の計測
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